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１．序　　論

東日本大震災以降，津波防災への関心が高

まり，津波発生時に一時的に避難する施設の

整備が，より一層進められてきた。2021 年 4
月までに，津波避難タワーは，23 都道府県

で 502 棟が整備され，東日本大震災発生前の

45 棟と比較して約 11 倍に増え，また，既存

の建物を避難場所として活用する津波避難ビ

ルは，37 都道府県で 15,304 棟が登録され，

東日本大震災発生前の 1,876 棟と比較して約

8 倍となった 1）。

ところで，災害対策基本法において，津波

避難タワー，津波避難ビルや，指定緊急避難

場所は，指定避難所と同じく市町村長が指定

することとなっている。従って，これらは，

各市町村の実情に応じた整備が可能である反

面，市町村や避難場所毎に，指定数や防災機

能の差が見られる。また，同じく災害対策基

本法では，指定緊急避難場所の指定基準に，

「管理条件かつ立地条件を満たすこと。ただ

し，立地条件を満たさない場合には，管理条

件かつ構造条件を満たすこと。」と定められ

ている。しかしながら，防災機能及び備蓄品

や，高齢者及び障害者が避難することを想定

したバリアフリーに関して，避難場所が満た

すべき基準が明確に示されておらず，これら

の充実度にも，市町村や避難場所によって差

が生じている。更に，避難場所周辺の道路に

対して，案内サインや街灯の設置に関する明

確なルールがない。災害発生時に，避難しや

すい環境が整っているか，そして，避難した

際に命を守ることのできる避難場所になって

いるかといった点には，疑問が残る。

既存の調査・研究において，例えば，津波

避難ビルに関する研究では，津波避難ビルの

建築的特徴と地域的傾向に関して，南海トラ

フ巨大地震に伴う被害想定地域の 97 市町村

を対象として，各自治体の想定浸水面積と津

波避難ビル指定数の関係が調べられた 2）。ま

た，災害時要援護者の避難を想定した津波避

難ビルに関する研究 3）では，災害時要援護

者が分類され，各要援護者の必要要件と要求

度が整理された。そして，高知県安芸市内の

各津波避難ビルが，それらの要求をどの程度

満たしているかが，防災機能と共に明らかに

された。

こうした研究を参考にして，本研究では，

内閣府によって南海トラフ地震津波避難対策

特別強化地域に指定された 139 市町村を対象

とした調査を行なった。その際，津波避難ビ

ルに加え，津波避難タワー及び指定緊急避難

場所の指定数も対象とし，また，想定される

被害に関しては，浸水面積を含む，特に津波

来襲直前から直後にかけての一時避難におい

て重要と思われる項目 4）に対して検討した。

更に，こうした津波避難施設・場所が機能

を果たすためには，それらの設備及び周辺の

道路環境が，十分に整えられている必要があ

る。津波避難施設・場所と周辺道路の設備・

環境の充実度を一体的に調査することによっ

てこそ，住民らが安全かつ迅速に避難できる

環境が整っているか，とるべき対策が何であ

るかを明らかにすることができる。ここでは，

鹿児島県の東串良町及び肝付町を対象とし

て，津波来襲時の一時避難に対する津波防災

対策の詳細を調査し，両町の取り組みの現在

位置を示してから，今後必要な対策を考える。

なお，本研究では，次に挙げる，津波に対

する避難場所や避難経路に関するガイドライ

ン・報告も参考にした。
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・津波避難対策推進マニュアル検討会報告書 5）

・ 津波避難ビル等に係るガイドライン（ただ

し，これは，2017 年 7 月に行なわれた津

波避難ビル・津波避難タワー等に関する今

後の対応の整理に伴い，廃止された。）6）

・ 東北地方太平洋沖地震を教訓とした地震・

津波対策に関する専門調査会報告 7）

・ 津波防災地域づくりの推進に関する基本的

な指針 8）

・防災基本計画（修正版）9）

２．�調査の対象地域，項目及び方法

２．１　�調査対象地域

本研究では，南海トラフ地震津波避難対策

特別強化地域に指定されている全市町村を対

象とする。以下，これらの地域を「強化地域」

と呼ぶ。強化地域に指定されている市町村は，

次の 139 市町村である 10）。

関東

千葉県：館山市，南房総市，鋸南町

東 京都：大島町，利島村，新島村，神津島村，

三宅村，御蔵島村，八丈町，青ヶ島村

神 奈川県：横須賀市，平塚市，鎌倉市，藤沢

市，小田原市，茅ヶ崎市，逗子市，三浦市，

葉山町，大磯町二宮町，真鶴町，湯河原町

中部

静 岡県：静岡市，浜松市，沼津市，熱海市，

伊東市，富士市，磐田市，焼津市，掛川市，

袋井市，下田市，湖西市，伊豆市，御前崎

市，牧之原市，吉田町，東伊豆町，河津町，

南伊豆町，松崎町，西伊豆町

愛 知県：豊橋市，田原市，南知多町

近畿

三 重県：津市，四日市市，伊勢市，松阪市，

鈴鹿市，尾鷲市，鳥羽市，熊野市，志摩市，

川越町，明和町，大紀町，南伊勢町，紀北

町，御浜町，紀宝町

兵 庫県：洲本市，南あわじ市

和 歌山県：和歌山市，海南市，有田市，御坊

市，田辺市，新宮市，湯浅町，広川町，美

浜町，日高町，由良町，印南町，みなべ町，

白浜町，すさみ町，那智勝浦町，太地町，

古座川町，串本町

四国

徳 島県：徳島市，鳴門市，小松島市，阿南市，

牟岐町，美波町，海陽町，松茂町

愛 媛県：宇和島市，八幡浜市，西予市，伊方

町，愛南町

高 知県：高知市，室戸市，安芸市，南国市，

土佐市，須崎市，宿毛市，土佐清水市，

四万十市，香南市，東洋町，奈半利町，田

野町，安田町，芸西村，中土佐町，四万十

町，大月町，黒潮町

九州

大 分県：大分市，佐伯市，臼杵市，津久見市

宮 崎県：宮崎市，延岡市，日南市，日向市，

串間市，高鍋町，新富町，川南町，都農町，

門川町

鹿 児島県：西之表市，志布志市，大崎町，東

串良町，南大隅町，肝付町，中種子町，南

種子町

２．２　�調査項目

津波避難施設・場所の指定数に関する調査

では，強化地域の各市町村の津波避難ビル，

津波避難タワー及び津波の際の指定緊急避難

場所の指定数を調べた。ここで，津波避難施

設には，津波避難ビルと津波避難タワーがあ

る。付近に避難可能な高台等がない場合に，

既存の施設や，本来別の用途で使用されてい

る施設を避難場所として活用するものを津波

避難ビル，また，津波避難に特化した施設と

して整備されたものを津波避難タワーと呼ぶ。

一方，こうした津波避難施設以外で，津波の

際に避難可能な高台等にあるものを指定緊急

避難場所とする。

本研究では，強化地域の津波避難施設・場

所の指定数と，次の各値との関係に関して検

討した。
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・人口

・人口密度

・高齢化率

・面積

・想定最大津波高さ

・想定最大浸水面積

・津波到達時間

・想定最大死者数

・S / λ（S : 想定最大浸水面積，λ : 海岸線長）

また，津波避難施設・場所の避難環境及び

防災機能に関する調査では，強化地域に指定

されている鹿児島県内の市町村のうち，津波

避難タワーを整備する等の対策を行なってい

る東串良町と肝付町を対象とした。そして，

両町が置かれている状況を明らかにするため

に，次の各項目に関して調査した。

・人口及び高齢化率

・地勢

・想定されている津波及び津波被害

・ これまでに実施した津波対策及び今後実施

予定の津波対策

・ 避難施設・場所：収容可能人数，標高，備

蓄品，バリアフリー対策，案内サイン，照

明，駐車スペース，管理体制

・ 避難施設・場所の周辺道路：避難施設・場

所の位置を示す案内サイン，街灯，照明

２．３　�調査方法

（1）津波避難施設・場所の指定数

津波避難施設の指定数の調査では，内閣府

の防災情報のページで公表されている，2021
年 4 月時点の津波避難ビル及び津波避難タ

ワー等の整備数のデータ 11）を用いる。

また，指定緊急避難場所の指定数の調査

では，国土地理院によって公表されている，

2024 年 1 月 29 日時点の指定緊急避難場所の

全国データ 12）を用いる。なお，津波避難施

設数を，指定緊急避難場所数に加算している

市町村に関して，本研究では，津波避難施設

数を指定緊急避難場所数から差し引いた。

（2）基本情報

各市町村の基本情報として，総務省統計

局による 2020 年国勢調査の公表データから，

人口密度，高齢化率及び面積を抽出し，避難

場所の整備数にどのような傾向があるかを調

査した。なお，本研究では，国勢調査と同じ

く，65 歳以上を高齢者と表現する。

（3）想定されている被害規模

南海トラフ地震発生時の津波に対して，各

強化地域で想定されている，来襲する津波の

最大高さ，浸水面積，地震発生から津波の高

さが +1m となるまでの時間及び死者数に関

して調査を行なった。なお，各市町村におい

て想定されている被害シナリオのうち，被害

が最大・最速となるものを用いた。これらの

値のうち，来襲する津波の高さ，浸水面積及

び地震発生から津波の高さが +1m となるま

での時間は，内閣府の防災情報のページで公

表されている被害想定のデータ 13）を用いた。

また，想定最大死者数は，各都道府県の地域

防災計画等で示されているデータを用いるが，

千葉県，東京都及び神奈川県の市町村毎の死

者数は，明確なデータを得ることができな

かったため，これら 3 都県の死者数のみ，調

査対象から除外した。

（4）海岸線長

各市町村のホームページ等において海岸線

長を公表している次の 41 の強化地域に関し

て，海岸線長を調べた。

関東

千葉県：館山市

東 京都：大島町，利島村，新島村，神津島村，

三宅村，御蔵島村，八丈町，青ヶ島村

神 奈川県：鎌倉市，藤沢市，小田原市，三浦市

中部

静 岡県：浜松市，沼津市，伊東市，富士市，

磐田市，焼津市，掛川市，下田市，御前崎

市，牧之原市

愛 知県：豊橋市，田原市
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近畿

三重県：津市，尾鷲市，明和町，南伊勢町

和歌山県：田辺市，那智勝浦町

四国

愛媛県：宇和島市，愛南町

高知県：安芸市，須崎市，芸西村，黒潮町

九州

大分県：佐伯市

鹿児島県：大崎町，肝付町，南種子町

（5）避難環境及び防災機能

鹿児島県の東串良町と肝付町を対象とした，

津波避難施設・場所の避難環境及び防災機能

の調査では，2020 年国勢調査や，鹿児島県

及び両町のホームページ，並びに，両町の地

域防災計画 14）, 15）を参照した。また，現地調

査や防災担当者への聞き取り調査も実施した。

３．�強化地域の津波避難施設・場所の指

定数に関する調査結果

３．１　各地方の傾向

各地方における津波避難施設・場所の指定

数を図 1 に示す。また，津波避難施設のうち，

津波避難ビルの指定数が，全強化地域の中で

多い強化地域を表 1 に示す。津波避難ビルは，

図 1 より，特に，四国や九州での指定が多

く，両地域で全体の指定数の半数を超えてい

る。そして，表 1 より，四国では，徳島市や

高知市に，九州では，大分市や宮崎市に集中

しており，いずれも県庁所在地である。強化

地域に指定されている県庁所在地全 7 市のう

ち，4 市が四国及び九州にある。県庁所在地

等の人口の多い市町村では，津波避難ビルと

して指定できる高層の建物が多く，四国や九

州の県庁所在地を中心に，津波避難ビルの指

定数が多いと考えられる。

表 2 に，津波避難タワーの指定数が多い強

化地域を示す。図 1 より，津波避難タワーは，

特に，中部や四国での指定が多く，両地域で

全体の指定数の 7 割を超えていることがわか

る。南海トラフ地震によって最も多くの死者

数が想定されている静岡県や，想定最大津波

高さが 20m ～ 30m を超える市町村が多い高

知県での指定が目立つ。

表 3 に，指定緊急避難場所の指定数が多い

強化地域を示す。図 1 より，指定緊急避難場

所は，近畿地方が全体の 4 割を占め，次いで

四国が多い。両地方とも，高台や，そこに通

じる道路等に指定緊急避難場所を多く指定し

ており，中には，地区毎に指定している地域

も多い。

津波避難施設・場所の指定数を地方毎に見

図 1 各地方の津波避難施設・場所の指定数

表 1  津波避難ビルの指定数が多い強化地域

表 2 津波避難タワーの指定数が多い強化地域

表 3  指定緊急避難場所の指定数が多い強化
地域
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ると，関東は，総数のうちおよそ 7 割が津波

避難ビルとなっている。そして，人口の多い

千葉県や神奈川県の市で津波避難ビルが多い。

また，中部は，総数のうち半分以上が津波避

難ビルとなっており，他地方と比較して，津

波避難タワーが多い傾向にある。近畿は，総

数のおよそ 8 割が指定緊急避難場所となって

いる。三重県の伊勢湾奥の市町村等は，津波

の到達時間が比較的遅い傾向にあり，３．６

で後述する理由等により，指定緊急避難場所

の指定数が多くなっていると考えられる。四

国は，最大津波高さが高くなると想定されて

いる市町村が多く，津波避難ビル，津波避難

タワー及び指定緊急避難場所のいずれも，他

の地方と比較して指定数が多い。九州では，

総数のおよそ 6 割が津波避難ビルであり，津

波避難タワーの件数は，他の地方と比較して

少ない。

なお，表 4 に，津波避難施設・場所の指定

数の総数が多い強化地域を示す。

３．２　人口との関係

図 2.1 に，強化地域に指定された 139 市町

村の津波避難施設・場所の指定数と人口の

関係を示す。図中の R は，相関係数である。

県庁所在地や政令指定都市等，人口の多い市

町村では，津波避難ビルの指定数が多い。一

方，人口が 30 万人以下の市町村では，津波

避難タワーや指定緊急避難場所の指定数が多

い。これは，人口の少ない市町村では，津波

避難ビルとして指定可能な高層の建築物が少

なく，これを津波避難タワーや指定緊急避難

場所で補っているためであると考えられる。

また，強化地域に指定された鹿児島県内の

市町村に着目すると，これらの人口は，5,445
人～ 29,329 人であったため，人口が 3 万人

以下の範囲を抽出した結果を図 2.2 に示す。

鹿児島県内の市町村のうち，津波避難ビルを

指定しているのは，志布志市のみであり，ま

た，津波避難タワーは，東串良町と肝付町の

みが指定している。そのため，指定緊急避難

場所の指定数が多くなっているが，避難施設・

場所の指定数の総数は，他の同様の人口を抱

える市町村と比較すると少ない。

表 4  津波避難施設・場所の指定数の総数が
多い強化地域

図 2.1　 全強化地域139市町村の津波避難施設・
場所の指定数と人口の関係

159津波避難施設・場所の指定数，避難環境及び防災機能に関する調査研究 159



３．３　人口との関係

図 3.1 に，強化地域に指定された 139 市町

村の津波避難施設・場所の指定数と人口密度

の関係を示す。また，強化地域に指定された

鹿児島県内の市町村の人口密度は，30.3 人 /
km2 ～ 224.5 人 /km2 であったため，人口密度

が 250 人 /km2 以下の範囲を抽出した結果を

図 3.2 に示す。

人口密度が大きな都市部等では，津波避難

ビルとして指定できる高層の建物が多く，津

波避難ビルが多いと予想したが，これに反し，

市町村毎の人口密度と，各種避難場所の指定

数には，明確な関係性が見られなかった。人

口密度が大きいからと言って，必ずしも津波

による被害が大きくなると限らないためかも

知れない。

３．４　高齢化率との関係

東日本大震災において被害の大きかった岩

手県，宮城県及び福島県の 3 県で，2013 年 3
月 11 日までに収容され検視を終えた死亡者

15,681 人のうち，60 歳以上の高齢者は，10,360

図 2.2  人口が 3 万人以下の強化地域の津波避
難施設・場所の指定数と人口の関係

図 3.1  全強化地域 139 市町村の津波避難施
設・場所の指定数と人口密度の関係
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人であり，全体の約 66% を占めた 16）。

図 4.1 に，強化地域に指定された 139 市町

村の津波避難施設・場所の指定数と高齢化率

の関係を示す。津波避難ビル及び津波避難タ

ワーの件数は，高齢化率が 30% 程度の地域

に集中している。他方，指定緊急避難場所は，

高齢化率が 30% 以上の地域にも多く存在し

ている。高齢化率が高い市町村は，津波避難

ビルと指定し得る高層の建物があまりなく，

また，山間部の高台等に多いため，指定緊急

避難場所を指定しやすいと推測される。

また，鹿児島県内の各強化地域の高齢化率

は，36.0% ～ 49.3% であったため，高齢化率

が 30% ～ 50% の範囲を抽出した結果を図 4.2
に示す。鹿児島県内の強化地域は，強化地域

全体の傾向から見ると，指定緊急避難場所の

指定数が多い高齢化率となっているが，他の

強化地域と比較して，指定緊急避難場所の指

定数が少ないことがわかる。

３．５　面積との関係

図 5.1 に，強化地域に指定された 139 市町村

図 3.2  人口密度が 250 人 /km2 以下の強化地

域の津波避難施設・場所の指定数と
人口密度の関係

図 4.1  全強化地域 139 市町村の津波避難施
設・場所の指定数と高齢化率の関係
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の津波避難施設・場所の指定数と面積の関係

を示す。また，鹿児島県内の各強化地域の面

積は，27.78km2 ～ 308.10km2 であったため，面

積が350km2以下の範囲を抽出した結果を図 5.2
に示す。津波避難タワーと指定緊急避難場所は，

津波避難ビルと異なり，面積が 300km2 程度以

下の市町村に多く指定されている傾向が見ら

れる。しかしながら，津波避難施設・場所の

指定数の総数と面積には，明確な関係性が見

られなかった。この理由として，面積が同程

度の市町村であっても，平野部の面積が大き

い市町村と，山間部の面積が大きい市町村で

は，被害規模が異なり，面積のみによって想

定被害規模が決まらないことが考えられる。

３．６　想定最大津波高さとの関係

図 6.1 に，強化地域に指定された 139 市町

村の津波避難施設・場所の指定数と想定最大

津波高さの関係を示す。なお，想定最大津波

高さが大きな強化地域を順に挙げると，34m
の土佐清水市及び黒潮町，33m の下田市，31m
の新島村及び四万十町，27m の鳥羽市及び大

図 4.2  高齢化率が 30% ～ 50% の強化地域の
津波避難施設・場所の指定数と高齢
化率の関係

図 5.1  全強化地域 139 市町村の津波避難施
設・場所の指定数と面積の関係
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月町，そして，26m の南伊豆町及び志摩市と

なる。

津波避難ビルと津波避難タワーの指定数は，

想定最大津波高さが 15m の近傍で多くなっ

ている。一方，指定緊急避難場所は，想定最

大津波高さによらず整備されていることがわ

かる。これは，想定最大津波高さが高い地域

において，より安全な避難ができるよう近く

の高台等にある指定緊急避難場所への避難を

想定しているためと考えられる。津波避難ビ

ルや津波避難タワーに求められる高さが高く，

特に，想定最大津波高さが数十 m である場

合，津波避難ビルとして指定できる高層な建

物が限られ，また，津波避難タワーの整備には，

必要な費用が嵩むからである。

また，鹿児島県内の各強化地域の想定最大

津波高さは，7m ～ 11m であったため，想定

最大津波高さが 5m ～ 15m の範囲を抽出した

結果を図 6.2 に示す。強化地域全体では，5m
～ 15m の最大津波高さが想定される場合，津

波避難ビル，津波避難タワー及び指定緊急避

難場所のいずれも指定数が多い傾向にあるが，

図 5.2  面積が 350km2 以下の強化地域の津波
避難施設・場所の指定数と面積の関係

図 6.1  全強化地域 139 市町村の津波避難施
設・場所の指定数と想定最大津波高
さの関係
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鹿児島県内の市町村は，いずれの指定数も少

ない状況にある。

３．７　想定最大浸水面積との関係

図 7.1 に，強化地域に指定された 139 市町

村の津波避難施設・場所の指定数と想定最大

浸水面積の関係を示す。ここで，想定最大浸

水面積 S は，30cm 以上の浸水深が想定され

る面積とした。なお，想定最大浸水面積が

大きな強化地域を順に挙げると，4,410ha の

浜松市，3,710ha の宮崎市，3,420ha の伊勢市，

3,380ha の高知市，そして，3,080ha の阿南市

となる。

津波避難施設，すなわち，津波避難ビル及

び津波避難タワーの指定数は，特に，想定

最大浸水面積が 1,000ha を超える市町村で多

い。一方，指定緊急避難場所は，想定最大浸

水面積によらず整備されているが，特に，想

定最大浸水面積が 2,000ha 以下の市町村に集

中して指定数が多くなっている。想定最大浸

水面積が狭い市町村は，浸水想定区域を脱出

して高台等に避難することが比較的容易であ

図 6.2  想定最大津波高さが 5m ～ 15m の強
化地域の津波避難施設・場所の指定
数と想定最大津波高さの関係

図 7.1  全強化地域 139 市町村の津波避難施
設・場所の指定数と想定最大浸水面
積の関係
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る。これに対し，想定最大浸水面積が広い市

町村では，浸水想定区域を脱出するためによ

り長い時間を要し，津波が来襲するまでに高

台等に避難することが困難となるかも知れな

い。そのため，津波避難施設を指定し，垂直

避難の機会を確保していると考えられる。更

に，想定最大浸水面積が大きな市町村の中に

は，県庁所在地や，政令指定都市も多い。平

野部にある都市は，浸水面積が大きくなるこ

とに加え，津波避難ビルとして指定できる高

層の建物が比較的多く，津波避難ビルの指定

数が多くなっていると考えられる。

また，鹿児島県内の各強化地域の想定最

大浸水面積は，170ha ～ 490ha であったため，

想定最大浸水面積が 500ha 以下の範囲を抽出

した結果を図 7.2 に示す。鹿児島県内の強化

地域は，同様の津波高さが想定される他県の

強化地域と比較して，特に，津波避難タワー

及び指定緊急避難場所の指定数が少ないこと

がわかる。

３．８　津波到達時間との関係

図 8.1 に，強化地域に指定された 139 市町

村の津波避難施設・場所の指定数と津波到達

時間の関係を示す。ここで，津波到達時間 tr は，

地震発生から，津波の高さが最速で +1m と

なるまでの時間とする。なお，津波到達時間

が短い強化地域を表 5 に示す。

津波避難施設の指定数は，特に，津波到達

時間が 20 分以内と想定されている市町村で

多い。また，指定緊急避難場所は，津波到

達時間が 20 分以内と想定されている市町村

のみならず，40 分を超える市町村にも多い。

この理由として，津波到達時間が比較的短い

市町村では，津波の来襲までに，高台への避

難が間に合わない可能性があり，津波避難施

設により，垂直避難の機会を確保しているこ

とが考えられる。一方，津波到達時間が比較

的長い市町村では，より安全な高台まで避難

する時間を確保しやすいため，高台等に指定

緊急避難場所を整備していると考えられる。

また，鹿児島県内の各強化地域は，津波到

達時間が 27 分～ 40 分と予想されているため，

津波到達時間が 20 分～ 40 分の範囲を抽出し

た結果を図 8.2 に示す。鹿児島県の強化地域

の津波避難施設・場所の指定数は，同程度の

津波到達時間が予想されている他都県の強化

地域と類似した傾向にあるが，整備が進んで

いる他都県の強化地域と比較すると，特に，

津波避難ビルの指定数が少ないと言える。

３．９　想定最大死者数との関係

図 9.1 に，強化地域に指定された 139 市町

村の津波避難施設・場所の指定数と想定最

図 7.2  想定最大浸水面積が 500ha 以下の強
化地域の津波避難施設・場所の指定
数と想定最大浸水面積の関係
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大死者数の関係を示す。なお，千葉県，東

京都及び神奈川県の市町村を除いて，想定

最大死者数が大きな強化地域を順に挙げる

と，18,100 人の和歌山市，16,610 人の浜松市，

15,600 人の田辺市，13,000 人の沼津市及び牧

之原市，そして，12,600 人の静岡市となる。

また，鹿児島県内の各強化地域は，想定最大

死者数が 10 人～ 680 人であったため，700
人以下の範囲を抽出した結果を図 9.2 に示す。

想定最大死者数の多い市町村では，避難場

所を多く設け，対策が十分にとられているも

のと予想していたが，市町村毎の想定最大死

者数と，各種避難場所の指定数には，明確な

関係が見られなかった。その理由として，死

者数の想定では，津波避難施設・場所の整備

状況も考慮しており，津波避難施設・場所の

整備が進んでいる市町村では，想定最大死者

数が比較的少なくなっていることが考えられ

る。なお，想定最大死者数は，各都県がシミュ

レーションした値を用いているため，都県に

よって試算条件等が異なることに注意する必

要がある。

３．10　S /λとの関係

津波がどの程度内陸部まで押し寄せるかを

示す指標として，S / λを考える 17）。ここで，Sは，

内閣府の防災情報のページ 13）で公表されて

いる各市町村の想定最大浸水面積であり，λ

表 5 津波到達時間 tr が短い強化地域

図 8.1  全強化地域 139 市町村の津波避難施
設・場所の指定数と津波到達時間の
関係
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は，各市町村のホームページ等で公表されて

いる海岸線長である。S / λ が大きい程，津波

がより内陸部まで押し寄せると考えるのであ

る。また，図 10.1 に示すように，S / λ は，高

台等の高所に避難するために要する移動距離

の概略値を表わしているとも言えよう。

図 10.2 に，強化地域に指定された 139 市

町村のうち，ホームページ等で海岸線長を公

表している 41 市町村の，津波避難施設・場

所の指定数とS/λの関係を示す。なお，S/λ（km）

が大きな強化地域を順に挙げると，2.45 の浜

松市，1.53 の明和町，1.27 の磐田市，0.98 の

津市，そして，0.80 の豊橋市となる。

今回対象とした強化地域では，S / λ が大き

な市町村で津波避難施設が多く，S / λ が小さ

な市町村で指定緊急避難場所が多いという傾

向が見られる。高台等が海岸線から遠く，よ

り内陸深くまで津波が押し寄せる市町村にお

いては，垂直避難の機会を増やすために，津

波避難ビルや津波避難タワーを多く整備して

いると考えられる。

また，鹿児島県内の強化地域のうち，今回

図 8.2  津波到達時間が 20 分～ 40 分と想定
されている強化地域の津波避難施設・
場所の指定数と津波到達時間の関係

図 9.1  全強化地域 139 市町村の津波避難施
設・場所の指定数と想定最大死者数
の関係
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データを得ることができた市町村では，S/λ
（km）が 0.06 ～ 0.47 であったため，S / λ（km）

が 0.5 以下の範囲を抽出した結果を図 10.3 に

示す。鹿児島県内の強化地域は，S / λ が同程

度の値となった他都県の強化地域と比較して，

特に，指定緊急避難場所の指定数が少なく，

整備の遅れが見られる。

なお，東串良町及び肝付町に関しては，４．

で述べるような避難環境及び防災機能の調査

を行なった。このうち肝付町は，海岸線が比

較的長く，S / λ=0.06km であった。他方，東

図 9.2  想定最大死者数が 700 人以下の強化
地域の市町村の津波避難施設・場所
の指定数と想定最大死者数の関係

図 10.1  浸水面積 S が等しい場合の海岸線長
λ と避難に要する距離の関係

図 10.2  強化地域のうち海岸線長が公表され
ている 41 市町村の津波避難施設・
場所の指定数と S / λ（km）の関係
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串良町は，図 10.2 及び図 10.3 に掲載してい

ないが，λ を地理院地図を用いて計測し，S /
λ=0.49km という参考値を得た。

４．�東串良町及び肝付町における津波

避難施設・場所の避難環境及び防

災機能

４．１　東串良町の津波防災の概要

鹿児島県内において，強化地域に指定され，

図 11 に示すような津波避難タワーを整備し

ている東串良町及び肝付町における津波避難

施設・場所の，周辺道路を含めた避難環境や

防災機能に関して調査を実施した。なお，本

稿に掲載した写真は，2022 年～ 2023 年に，

著者らによって撮影されたものである。

東串良町及び肝付町の位置を図 12に示す。

このうち，東串良町は，肝属平野にあるた

め，地形が比較的緩やかである。面積は，

27.78km2，人口は，2020 年国勢調査によれば，

6,237 人である。高齢化率は，36.7% であり，

日本の高齢化率の 28.4% と比較すると，8.3%
高い。

東串良町では，避難時の混雑を避けるため，

緊急的な一時避難場所の整備が進められてい

る。東日本大震災以降，2016 年には，下伊

倉津波避難タワー（図 11（a））が整備された。

この下伊倉地区は，肝属川右岸に位置する，

一帯の標高が 5m 以下の地域である。下伊倉

津波避難タワーの建設前には，高層の建物が

図 10.3  海岸線長が公表されているS/λ≤0.5km
である強化地域の津波避難施設・場
所の指定数と S/λ（km）の関係

（a）東串良町の下伊倉津波避難タワー

（b）肝付町の南方地区津波避難タワー

図 11 鹿児島県内の津波避難タワー
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なかった。なお，本タワーには，流木や自動

車等の漂流物による衝撃を軽減するために，

図 11（a）に見られるような緩衝壁が設けられ

ている。また，2017 年に，円山公園津波避

難場所，そして，2018 年に，図 13 に示す東

串良町防災センターが整備された。

また，既存の施設への津波避難階段の設置

も進めている。2012 年に柏原小学校，2014
年に図 14 に示す新川西分団詰所，2016 年に

柏原消防会館，また，2017 年に，戸柱神社

に津波避難階段を設置した。

更に，防災道路として指定されている町道

区間を中心に，図 15 に示すように，太陽光

発電パネル付きの LED 照明灯を連続的に設

置している。

2023 年には，東串良町役場に隣接して，

図 16 に示すような防災庁舎が完成した。2
階に，携帯電話で撮影する現地映像等が見ら

れる対策本部室を設置し，1 階には，備蓄倉

庫，資機材倉庫及び緊急車両車庫を設けた。

また，最大 72 時間の連続運転が可能な，LP
ガスを燃料とする非常用発電機を高所に備

え，防災拠点としての強化を図っている。

一方，ソフト面では，毎年 11 月の第 2 土

曜日に，小中学校の土曜授業にあわせ，東串

良町津波避難訓練を実施している。南海トラ

フを震源とするマグニチュード 9.1 の地震が

発生し，大津波が予想されるため避難指示が

出されたとの想定で，東串良町の全住民を対

象とした避難訓練であり，例年およそ 900 人

が参加している。ただし，夜間時の訓練を実

施していないため，町民が昼間と同様にス

ムーズに避難できるかが課題となっている。

東串良町の防災担当者によると，今後，上

図 12  東串良町及び肝付町の位置（鹿児島県
ホームページの図を改変した。）

図 13  東串良町防災センター（左上：センター
建物とヘリポート，右上：車避難を考
慮した駐車場，左下：排水のための傾
斜を設けた屋上，右下：畳室と炊事場）

図 14  東串良町新川西分団詰所・唐仁消防車
庫に設置された避難階段

図 15  東串良町の町道区間に連続して設置さ
れた太陽光発電パネル付きの LED 照
明灯
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記の東串良町津波避難訓練時に，避難場所に

おいて，携行した非常持出袋の重さ，大きさ

及び中身の検討を実施し，住民への非常持出

品の準備を促進したいとのことであった。ま

た，家屋の耐震補強，家具類の転倒防止及び

窓ガラスの飛散防止等の防災力の強化が図ら

れており，2023 年度から，防災マップの更

新を進めている。これにあわせて，各集落単

位で，災害時に，危険となる個所，町がどの

ような状況になるか，そして，いざという時

にどのような避難行動をとればよいか等に関

して，その地区を歩いて話し合い，地域の特

性を知って，地域単位の防災計画を策定した

いとのことであった。

４．２　肝付町の津波防災の概要

肝付町の面積は，308.10km2 である。町中

央部に 900m 級の山が連なる肝属山地があ

り，町面積の 80% 以上を林野地帯が占める。

また，肝付町の人口は，14,227 人であり，高

齢化率は，41.4% である。

図 17 に示す内之浦総合支所は，旧内之浦

町の標高 5.6m の地点にある。3 階及び 4 階

に避難可能で，これまでにも，台風時等に，

住民が避難した。しかしながら，周辺の平野

部には，小田川や広瀬川が流れ，災害時に津

波が河川を遡上したり，地震によって橋が損

壊したりすると，地区一帯が孤立する恐れが

ある。また，木造家屋が密集している地区は，

道幅が狭く，地震による家屋の倒壊によって

避難が困難となる可能性がある。更に，旧内

之浦町では，高齢化率が 56.9% と高い。そ

のため，2019 年に，南方地区津波避難タワー

（図 11（b））が設置された。

肝付町は，これまで，鹿児島県が公表した

津波浸水想定に基づき，津波浸水想定区域及

びその周辺の避難路の整備を行なっている。

また，2019 年度に，津波被害が危惧される

大隅肝属地区消防組合内之浦分署を移転し

て，建て替えを行なった。

ソフト面では，不定期で避難訓練を実施し

ている。2019 年には，午前 9 時に南海トラ

フ巨大地震が発生し，震度 6 弱の揺れが約 1
分間継続，地震発生から 3 分後に大津波警報

が発令され，地震発生から 28 分後に 1m の

津波が到達，地震発生から 46 分後に 8m 以

上の大津波が襲来するとの想定で避難訓練が

実施された。また，町が主催しない，振興会

独自の避難訓練も行なわれている。避難の課

題として，避難場所への避難に時間がかかる

図 16  東串良町防災庁舎（左上：2 階建ての
防災庁舎，右上：非常用発電機，左下：
対策本部室，右下：備蓄倉庫）

（a）内之浦総合支所

（b）内之浦総合支所から望む内之浦湾

図 17 肝付町の内之浦総合支所
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ことや，他の人の協力がないと避難できない

人がいることが挙げられている。肝付町の防

災担当者によると，今後も，順次，地域別に避

難訓練を実施する予定であるとのことであった。

４．３　�東串良町及び肝付町の津波避難施設・

場所

東串良町の地域防災計画には，津波の際の

一時避難場所として，次の 15 施設が記載さ

れている。これらの位置を図 18 に示す。こ

こで，地理院地図を用い，線分縮尺を割愛した。

・下伊倉津波避難タワー（津波避難タワー）

・東串良町防災センター（津波避難ステージ）

・円山公園津波避難場所（津波避難ステージ）

・戸柱神社津波避難階段（津波避難階段）

・柏原小学校（津波避難階段）

・柏原消防会館（津波避難階段）

・新川西分団詰所（津波避難階段）

・岩弘上東公民館

・岩弘中公民館

・池之原小学校

・東串良町保健センター

・東串良中学校

・東串良町総合体育館

・東串良物産館ルピノンの里

・東串良町高齢者福祉センター

また，肝付町の地域防災計画では，津波時

の指定緊急避難場所として，次の 5 施設を指

定している。これらの位置を図 19 に示す。

ここで，地理院地図を用い，線分縮尺を割愛

した。

・南方地区津波避難タワー（津波避難タワー）

・内之浦総合支所

・旧有明小学校体育館

・波野中学校体育館

・船間地区研修センター

以上の計 20 の津波避難施設・場所を対象

として，特に，津波来襲時の一時避難で重要

となる次の項目に関して調査を行なった。

（1） 避難環境：収容可能人数，標高，高齢

者や障害者が避難しやすいバリアフ

リー化等の対策の有無，駐車スペース，

etc.

図 18  津波避難施設・場所の位置（●：東串
良町の津波避難施設・場所，●：肝付
町の津波避難施設・場所のうちの1か所）

図 19  津波避難施設・場所の位置（●：東串
良町の津波避難施設・場所の一部，●：
肝付町の津波避難施設・場所，●：肝
付町役場）
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（2） 防災機能：非常水・非常用簡易トイレ・

発電機等の備蓄品，開錠方法，施設の

安全点検や清掃の実施状況，避難場所

であることを示す案内の有無，照明，

etc.
（3） 周辺道路：街灯・照明の設置状況，避

難場所の位置を示す案内の有無，etc.

以下に，東串良町及び肝付町の津波避難施

設・場所を対象とした調査結果を述べる。な

お，各施設の位置やバリアフリー対応状況を

含む，より詳細な情報に関しては，付録及び

今村 17）を参照されたい。

４．４　�避難環境

各津波避難施設・場所の，立地の特徴，整

備された背景，避難場所の定員，避難スペー

スが屋内と屋外のどちらにあるのか，また，

風雨等への対策があるか等を調査した。更に，

高齢者や障害者が避難しやすいよう，非常用

エレベータ，スロープ，通路や階段の幅の確

保，蹴上の制限や，段差の解消等の対策が行

なわれているかも調べた。

ここでは，避難環境のうち，バリアフリー

の対応状況に関して述べる。図 20 に，バリ

アフリー対応状況を示す。ここで，円グラフ

内の数字は，津波避難施設・場所の数を示す。

スロープ設置施設は，全 20 か所の半数の 10
か所しかない。図 21 に，スロープの設置例

を示す。

また，階段に手すりの設置等の工夫を行

なっている施設は，8か所であった。図 22に，

階段に対するバリアフリー対策例を示す。

津波からの避難には，徒歩での移動や，階

段や坂道を上る等，身体能力が求められる。

特に，高齢化率の高い地域では，高齢者がよ

り早く安全に避難できるよう，階段や段差を

減らす等，バリアフリー対策が求められる。

例えば，高知県高岡郡中土佐町に建てられた

津波避難タワーの一つである純平タワーに

は，階段の他に，市場まで繋がるスロープ，

螺旋型のスロープと，手巻き式のゴンドラが

設置されている。東串良町及び肝付町に対す

る聞き取り調査の中で，津波避難タワーを整

備する際に，スロープの設置も検討したが，

費用的に厳しかったとの意見があった。避難

者及び援助者の避難時における負担をできる

限り減らすためのアイデアや施策が必要であ

る。そして，こうした各避難施設・場所の機

能に関する情報をホームページ等で明示して

おくことが，避難計画に必須である。

図 20  東串良町及び肝付町の津波避難施設・
場所のバリアフリー対応状況

図 21 東串良町保健センター入口のスロープ

図 22  南方地区避難タワーの階段のバリアフ
リー対策
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４．５　�防災機能

（1）管理体制

津波避難施設・場所の防災機能のうち，こ

こでは，まず，災害時の開錠体制に関して述

べる。防犯や安全確保の観点から，平常時に

施錠されている施設もあるが，その場合，鍵

の管理体制及び災害時に開錠する方法が適切

である必要がある。図 23 に，災害時の開錠

体制を示す。管理者が到着して開錠される施

設が半数を超えた。

常時立ち入れない施設では，図 24 及び図

25 に示すような簡易入口や鍵ボックス等を

設置し，夜間や休日等でも施設内に入れるよ

う措置をとっておく必要がある。こうした対

策は，浸水想定区域内の施設や，標高の低い

避難場所で進んでいるが，これら以外の施設・

場所でも，避難者のけがや，風雨に曝される

といったリスクを軽減するために，自動開錠

機能や，一時的に風雨をしのぐ庇等の設置が

望まれる。

また，災害時に避難施設・場所が損傷によっ

て満足に使用できないといった状況を避ける

ため，これらの安全点検の頻度も，十分であ

る必要がある。役所，学校や商業施設等と異

なり，普段使用されていない施設は，安全点

検頻度が低い。定期的な点検以外にも，避難

施設・場所に，レジャー，レクリエーション，

観光や，保育といった機能を付加し，日常的

に利用できる施設・場所とすることも，維持

管理の観点から大切であろう。

（2）避難施設・場所であることを示すサイン

次に，避難施設・場所であることを示すサ

インの設置状況に関して述べる。図 26 に示

すように，このようなサインが設置されてい

る施設は，半数の 10 か所しかなかった。そ

のうち 8 か所に，図 27 及び図 28 に示すよう

なピクトグラム付きのサインが設置されてい

るが，2 か所は，図 29 に示すようなピクト

グラムのない日本語のみのサインである。避

難施設・場所であることを示すサインは，子

供，高齢者，外国人や，土地に不案内な訪問

者等にもわかりやすく見やすい案内表示であ

ることが重要である。更に，荒天時や夜間に

おける視認性も要求される。

（3）非常用簡易トイレ

更に，非常用簡易トイレに関して述べる。

非常水，非常灯，または，非常用発電機を備

蓄する避難施設・場所が 7 割を超えた一方，

非常用簡易トイレの備蓄がある避難施設・場

図 23  東串良町及び肝付町の津波避難施設・
場所の災害時の開錠体制

図 24  下伊倉津波避難タワーの蹴破り式簡易
入口と鍵ボックス

図 25  南方地区津波避難タワーの蹴破り式簡
易入口
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所は，25% にとどまることがわかった。非

常用簡易トイレの備蓄は，水洗トイレが設置

されていない津波避難タワーや，防災機能の

拠点となる役場及び防災センター等で進んで

いる。これに対し，通常使用しているトイレ

を災害時にも使用するとしている避難場所・

施設では，非常用簡易トイレが備蓄されてい

ないケースが多かった。災害時において，停

電や断水，配水管の破損が発生すると，通常

時のトイレが使用できなくなる。また，道路

の寸断によって，早急に仮設トイレが搬入で

きないといったことも考えられる。東日本

大震災では，仮設トイレが被災地の避難所に

行き渡るまでに要した日数が 3 日以内であっ

たと回答した自治体は，34% 程度しかなく
18），災害発生直後のトイレの確保には，課題

が残る。非常用簡易トイレの備蓄や，マンホー

ルトイレ等の設置を進めておかなければなら

ない。

更に，避難した際に，避難施設・場所の防

災機能が十分でなければ，衛生環境を維持し

て避難者の健康や命を守ることが難しくな

る。鹿児島県地震等災害被害予測調査では，

南海トラフ巨大地震に伴う津波が，地震発生

から 5 時間経過後も，両町周辺に繰り返し来

襲することが予測された。夏季及び冬季や，

夜間等，あらゆる状況下において，避難施設・

場所での一時避難が，数時間，あるいは，数

日に及んだ場合であっても，生命の安全を維

持できることが求められる。

図 26  東串良町及び肝付町の津波避難施設・
場所であることを示すサインの設置
状況

図 27  戸柱神社津波避難階段のピクトグラム
付きサイン

図 28  円山公園津波避難場所（上段左：避難
場所入口のサイン，上段右：手すり付
き階段・スロープ，中段左：手すり付
きスロープ，中段右：公園内の道，下
段左：これらの経路に数多く設置され
た太陽光発電の誘導灯，下段右：頂上
のピクトグラム付きサインと救命胴衣
を収納したベンチ格納箱）

図 29 池之原小学校の日本語のみのサイン
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４．６　�周辺道路

（1）避難施設・場所の位置等を示すサイン

避難施設・場所の周辺道路に，それらの位

置や，避難すべき方向を示すサインが設置さ

れているか調査した。肝付町の南方地区避難

タワー周辺には，図 30 に示すような，タワー

位置を示すピクトグラム付きサインが設置さ

れていた。この他，標高と避難方向を示す反

射材付きサインが電柱に設置された避難施

設・場所が 9 か所あるが，これらには，避難

施設・場所の位置が示されていない。避難施

設・場所の整備に加え，案内サインの設置に

関しても，検討すべきである。

（2）�街灯の設置状況

夜間や悪天候時等でも安全に避難できるよ

う，避難施設・場所の周辺道路に街灯や誘導

灯が設置されているかを調査した。ここで，

避難施設・場所から半径 500m の範囲内の道

路を対象とした。これは，総務省による津波

避難計画の策定 19）において，避難可能距離

を最長でも 500m 程度を目安とするとされて

いるためである。図 31 に，街灯の設置状況

を示す。東串良町では，防災道路を中心に，

太陽光発電パネル付きの街灯も設置されてい

る。しかしながら，多くの避難施設・場所で，

街灯の設置が不十分である。避難路を整備・

保全するための国の事業制度等の活用を促進

し，住民には，懐中電灯の備蓄及び携行を引

き続き呼びかける必要がある。

（3）駐車スペース

東串良町及び肝付町の津波避難施設・場所

の駐車スペースに関して，それぞれ，付録の

表 6 及び表 7 に記す。両町では，ハザード

マップ等において，緊急車両の交通の妨げに

なる等の理由で，特別な場合を除き，自動車

を用いた避難を控えるよう住民に呼び掛けて

いる。しかしながら，徒歩での避難が間に合

わない場合や，自動車でしか避難できない避

難弱者の場合等，自動車避難に関しても考慮

しておく必要がある。

例えば，2025 年 2 月に，鹿児島県大島郡

与論町において，清水建設，鹿児島大学及び

与論町が，住民の協力のもと，自動車による

津波避難訓練を実施した。なお，この訓練日

より前に，津波避難に関する講習会及びワー

クショップを開催している。避難訓練では，

高地にある与論中学校及び与論小学校の運動

場を開放し，高地の住民の指示によって，60
台以上の自動車を各運動場に整然と駐車させ

ていった。また，鹿児島県熊毛郡南種子町で

は，自動車による津波避難を想定しているが，

比較的細い避難経路もあり，そうした道路の

拡幅や，側壁の土砂崩れ対策等を更に行なっ

ていく必要がある。

こうした島嶼に限らず，自動車避難が見込

まれる地域では，自動車を使用した避難訓練

図 30  南方地区避難タワー周辺に設置された
サイン（左は，上部に，LED 照明が設
置されている。）

図 31  東串良町及び肝付町の津波避難施設・
場所の半径 500m の範囲内の街灯の設
置状況
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を実施し，信号が点灯しない場合の対応，歩

車分離，渋滞の防止や，駐車スペースの確保

といった課題を洗い出して，具体的な対策を

進めておく必要がある。

５．�結　　論

津波避難施設・場所の指定数に着目し，南

海トラフ地震津波避難対策特別強化地域を対

象とした調査・考察を行なった。また，強化

地域に指定され，津波避難タワーを有する鹿

児島県の東串良町及び肝付町の防災対策の現

在位置を明らかにするために，津波避難施設・

場所の避難環境及び防災機能を検討した。

まず，上記の強化地域に指定された市町村

を対象とした津波避難施設・場所の指定数に

関して，次のような傾向が見られた。

・ 人口が多い市町村では，津波避難ビルの指

定数が多く，人口が少ない市町村では，津

波避難タワーや指定緊急避難場所の指定数

が多い。

・ 想定最大津波高さが，15m 程度の市町村で

は，津波避難施設の指定数が多く，15m 以

上の市町村では，指定緊急避難場所の指定

数が多い。

・ 想定最大浸水面積が 1,000ha を超える市町

村では，津波避難施設の指定数が多い。

・ 津波到達時間が 20 分以下と想定されてい

る市町村では，津波避難施設・場所の指定

数がいずれも多く，40 分以上と想定され

ている市町村では，指定緊急避難場所の指

定数が多い。

・�S / λ が大きな市町村では，津波避難施設の

指定数が多く，S / λ が小さな市町村では，

指定緊急避難場所の指定数が多い。

・ 鹿児島県内の強化地域は，他都県の強化地

域と比較して，津波避難施設・場所の指定

数が少なく，特に，指定緊急避難場所の指

定数が少ない。

次に，東串良町及び肝付町の津波避難施設・

場所の避難環境及び防災機能に関して，次の

ような調査結果が得られた。

・ 非常水，非常灯，または，非常用発電機を備

蓄している避難施設・場所は，7 割以上を占

める。一方，非常用簡易トイレを備蓄してい

る避難施設・場所は，25% にとどまった。

・ 浸水想定区域内や，標高の低い避難施設・

場所の殆どで，いつでも建物内に立ち入れ

るよう措置をとっている。

・ 多くの避難場所で，案内サインや周辺道路

の街灯の設置が不十分である。

今後，地震・津波の想定が見直され，再調

査・再計算によって各種データが更新される

ことに留意しながら，鹿児島県内の離島を含

む強化地域の津波避難施設・場所に関して調

査を実施したい。本研究のような調査によっ

て，強化地域間の類似性を抽出することは，

個々の特徴を押えながら，それぞれの事例を

参考にした津波避難対策の進展に繋げられる

であろう。その際，津波避難施設・場所の設

備や備蓄品のみならず，サインや街灯の設置

等の周辺環境も含めて，ハードとソフトが一

体化した防災体制を築いていくことが大切で

ある。
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付録 :東串良町及び肝付町の津波避難施設・場所の避難環境及び防災機能

鹿児島県の強化地域のうち，東串良町及び肝付町の津波避難施設・場所の避難環境及び防災

機能をそれぞれ表 6 及び表 7 に記す。ここで，収容可能人数は，赤色が，1 人あたりの占有スペー

スを 0.5m2 とした場合の人数で，青色が，1 人あたりの占有スペースを 2m2 とした場合の人数で

ある。なお，想定されている津波及び津波被害，各施設・場所の沿革や，指定避難所及び他の

災害時の指定緊急避難場所との兼用状況，そして，バリアフリー対応状況といった他の情報に

関しては，今村 17）を参照されたい。

収容可

能人数

標高 備蓄品 案内サイン 半 径 500m
以内の照明

駐　　車

スペース

管理体制

下伊倉津波避

難タワー（屋

上 に 避 難 す

る。）

100 人 3m（浸水想定

区域内）～ 11m
（屋上）

非常水，非常食，非

常用簡易トイレ，発

電機，毛布，雨かっ

ぱ，ブルーシート，

投光器，コードリー

ル，防災ラジオライ

ト，救急用品，工具

セット，救助ロープ，

ガスコンロ，ライフ

ジャケット，非常用

無線機

ピクトグラム付

き看板（入口），

ピクトグラム・

タワー名（壁面）

18 か所の街

灯，太陽光発

電 の LED 照

明（入口，踊

り場，屋上）

なし。 蹴破り式の簡易入口があ

る。入口横に鍵ボックスが

ある。鍵は，役場防災担当

者及び振興会長も所有し

ている。女性消防団員によ

る 1 回 / 月の安全点検・清

掃，また，町職員や近隣住

民による随時の安全点検

等が行なわれている。

東串良町防災

センター（屋

上 に 避 難 す

る。）

100 人 11m（浸水想定

区域外）～ 20m
（屋上）

非常水，非常食，非

常用簡易トイレ，発

電機，LED バルーン

照明機，ブルーシー

ト，保温シート，パー

ティション，防災対

策資機材，消防団車

両

標高と避難方向

を示す反射材付

きサイン（2 か

所の電柱），ピ

クトグラム・日

本語・英語のサ

イン・センター

名（建物壁面）

14 か所の街

灯，太陽光発

電 の LED 照

明（屋上）

100 台，

ヘリポート

屋上まで常時上がれる。女

性消防団員による 1 回 / 月
の安全点検・清掃，また，

町職員や近隣住民による

随時の安全点検等が行な

われている。

円山公園津波

避難場所（公

園内の丘の上

に避難する。）

60 人 3m（浸水想定

区域内）～ 15m
（丘の上）

救命胴衣 ピクトグラム・

日本語のサイ

ン（階段入口），

サイン（避難ス

テージ），標高

と避難方向を示

す反射材付きサ

イン（5 か所の

電柱）

26 か所の街

灯，太陽光発

電 の LED 照

明（階段入口）

300m離れた

漁港近くの

公衆トイレ

に，数台分

の駐車場が

ある。

常時入れる。ベンチ格納

箱の鍵は，町職員，または，

消防団員が開錠する。女性

消防団員による 1 回 / 月の

安全点検・清掃，また，町

職員や近隣住民による随

時の安全点検等が行なわ

れている。

戸柱神社津波

避難階段（階

段上の広場に

避難する。）

100 人 3m（浸水想定

区域内）～ 15m
（高台広場）

なし。 ピクトグラム・

日本語のサイ

ン（階段入口），

サイン（高台広

場），標高と避

難方向を示す反

射材付きサイン

（7か所の電柱）

31 か所の街

灯，太陽光発

電 の LED 照

明（階段入口）

なし。 常時入れる。女性消防団員

による 1回 /月の安全点検・

清掃，また，町職員や近隣

住民による随時の安全点

検等が行なわれている。

柏 原 小 学 校

（追加した津

波避難階段を

上がり，2 階

建ての校舎屋

上 に 避 難 す

る。）

500 人 10m（浸水想定

区域外）～ 17m
（屋上）

非常水，ガス発電機，

LED バルーン照明機，

パーティション

ピクトグラム・

日本語の看板（2
か所の入口），

標高と避難方向

を示す反射材付

きサイン（9 か

所の電柱）

45 か所の街

灯

平常時の駐

車場

避難階段入口横に鍵ボッ

クスがある。入口の鍵は，

学校関係者及び役場防災

担当者も管理している。学

校，または，町職員による

安全点検が行なわれてい

る。

柏原消防会館

（外階段で 2
階屋内の避難

所・休憩室に

入ってから，

階段で屋上に

避難する。）

50 人 0m（浸水想定

区域内）～ 8m
（屋上）

消防防災資機材 ピクトグラム

（壁面），標高

と避難方向を示

す反射材付きサ

イン（9 か所の

電柱）

43 か所の街

灯

なし。 階段入口には，常時入れる。

建物に入るには，管理者に

よる開錠が必要である。消

防団員による 2 回 / 月の安

全点検・清掃，また，町職

員による随時の安全点検

等が行なわれている。

表 6 鹿児島県肝属郡東串良町の津波避難施設・場所の避難環境及び防災機能
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新川西分団詰

所（屋上に避

難する。）

30 人 4m（浸水想定

区域外）～ 11m
（屋上）

消防防災資機材 ピクトグラム・

日本語のサイ

ン（階段上部），

階段の位置を示

すサイン（周辺），

標高と避難方向

を示す反射材付

きサイン（6 か

所の電柱）

16 か所の街

灯

数台 階段入口横に鍵ボックス

がある。階段及び建物入口

の鍵は，消防団関係者及び

役場防災担当者が管理し

ている。消防団員による 2
回 / 月以上の安全点検・清

掃，また，町職員による随

時の安全点検等が行なわ

れている。

岩弘上東公民

館（木造平屋

建ての屋内に

避難する。）

30 人 43m（浸水想定

区域外）

なし。 標高と避難方向

を示す反射材付

きサイン（2 か

所の電柱）

10 か所の街

灯

数台 周辺住民代表である振興

会長が鍵及び施設を管理

している。

岩弘中公民館

（木造平屋建

ての屋内に避

難する。）

30 人 35m（浸水想定

区域外）

なし。 標高と避難方向

を示す反射材付

きサイン（1 か

所の電柱）

9 箇所の街灯 数台 周辺住民代表である振興

会長が鍵及び施設を管理

している。

池之原小学校

体育館（屋内

に避難する。）

500 人 24m（浸水想定

区域外）

非常水，ガス発電機，

LED バルーン照明機，

パーティション

日本語のサイ

ン（2 か所の校

門），標高と避

難方向を示す反

射材付きサイン

（1か所の電柱）

65 か所の街

灯

平常時の駐

車場

敷地内に常時入れる。建物

の鍵は，学校が管理してい

る。学校及び町職員が安全

点検等を行なっている。

東串良町保健

センター（休

憩 室 や 約 20
畳 の プ レ イ

ルームに避難

する。2 階の

渡り廊下で役

場と行き来で

きる。）

300 人 12m（浸水想定

区域外）

非常水，非常食，非

常用簡易トイレ，車

いす対応トイレ，ガ

ス 発 電 機，LED バ

ルーン照明機，パー

ティション，毛布，

車いす，マスク，お

むつ，非接触型体温

計

日本語のサイン

（2 か所の敷地

入口）

17 か所の街

灯，4 か所の

太陽光発電の

街灯

平常時の駐

車場

常時，施設職員，または，

警備員が避難所を開設で

きる。

東串良中学校

（体育館や武

道館の屋内に

避難する。）

800 人 13m（浸水想定

区域外）

非常水，ガス発電機，

LED バルーン照明機，

パーティション

なし。 18 か所の街

灯，11 か 所

の太陽光発電

の街灯

平常時の駐

車場

鍵は，学校長が管理してい

る。学校，または，町職員

が安全点検等を行なって

いる。

東串良町総合

体育館（屋内

に避難する。）

2,000 人 9m（浸水想定

区域外）

必要に応じて町役場

が配備する。

なし。 21 か所の太

陽光発電の街

灯

200 台 敷地内には，常時入れる。

建物の鍵は，施設職員や役

場防災担当者が管理して

いる。施設職員が安全点検

等を行なっている。

東串良物産館

ルピノンの里

（平屋建ての

屋内に避難す

る。）

100 人 25m（浸水想定

区域外）

必要に応じて町役場

が配備する。

なし。 49 か所の街

灯，太陽光発

電の街灯（公

園等）

40 台， 付

近に，商業

施設が多く，

駐車可能ス

ペースが多

い。

敷地内には，常時入れる。

建物の鍵は，指定管理者及

び役場の担当者が管理し

ている。職員が安全点検等

を行なっている。

東串良町高齢

者 福 祉 セ ン

ター（平屋建

ての屋内に避

難する。）

200 人 13m（浸水想定

区域外）

必要に応じて町役場

が配備する。

なし。 2 か所の街灯 平常時の駐

車場

敷地内には，常時入れる。

建物の鍵は，施設職員及び

役場担当者が管理してい

る。職員が安全点検等を行

なっている。
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収容可

能人数

標高 備蓄品 案内サイン 半 径 500m
以内の照明

駐　　車

スペース

管理体制

南方地区津波

避難タワー（1
層，2 層及び

屋上に避難す

る。）

660 人 4 m（浸水想定

区域内）～

11 m（備蓄倉庫

のある 1 層）～

14.15 m（ 固 定

式ベンチを備え

る 2 層）～

17.15 m（屋上）

非常水，非常食，非

常用簡易トイレ・簡

易テント，ランタン，

ブルーシート，ブラ

ンケット，担架ベッ

ド

ピクトグラム付

きサイン（入口），

タワー位置（方

向・距離）を示

すピクトグラ

ム・日本語・英

語のサイン（付

近の 6 か所；一

部 は， 上 部 に

LED 照 明 が 設

置されている。）

76 か所の街

灯，太陽光発

電 の LED 照

明（入口，踊

り場，避難ス

テージ）

舗装された

スペースが

ある。自動

車による避

難は，付近

の高台に行

くことを想

定している。

蹴破り式の簡易入口があ

る。入口の鍵は，震度 5 以

上の揺れで自動で開錠す

る。入口に，防犯カメラを

設置している。入口の鍵は，

役場担当者及び町内会長

が管理している。数か月に

1 回，施設や備蓄品の点検

を行なっている。

内之浦総合支

所（通常業務

で使用してい

ない 3 階及び

4 階に避難す

る。）

862 人 6 m（浸水想定

区域内）～

12 m（3 階）～

15 m（4 階）

非常水，非常食，非

常用簡易トイレ・囲

い，発電機（1 階に

あるが，移設が難し

い。），パーティショ

ン，簡易ベッド，毛

布，簡易畳

なし。 48 か所の街

灯

平常時の駐

車場

常時，施設職員，または，

警備員が避難所を開設で

きる。施設職員が，安全点

検等を行なっている。

旧有明小学校

体育館（屋内

に避難する。）

359 人 46 m（浸水想定

区域外）

非常水，非常食，発

電機，簡易ベッド

なし。 1 か所の街灯 駐車可能な

スペースが

あるが，自

動車による

避難は，付

近の高台に

行くことを

想定してい

る。

緊急時に，振興会長が開錠

する。年に数回，主に台風

シーズン前に，施設及び備

蓄品の点検を行なってい

る。

波野中学校体

育館（屋内に

避難する。た

だし，一時避

難では，付近

の高台に避難

する。）

355 人 4 m（浸水想定

区域外）

発電機，台風シーズ

ンにのみ備蓄する非

常水・非常食・簡易

ベッド

なし。 10 か所の街

灯，5 か所の

太陽光発電の

街灯

平常時の駐

車場

敷地内には，常時入れる。

建物の鍵は，学校が管理し

ている。年に数回，主に台

風シーズン前に，施設及び

備蓄品の点検を行なって

いる。なお，施設の点検は，

随時行なわれている。

船間地区研修

センター（屋

内 に 避 難 す

る。）

215 人 94 m（浸水想定

区域外）

非常水，非常食，発

電機，電池式ランタ

ン，簡易ベッド

なし。 5 か所の街灯 旧校庭 緊急時に，振興会長が開錠

する。年に数回，主に台風

シーズン前に，施設及び備

蓄品の点検を行なってい

る。

表 7 鹿児島県肝属郡肝付町の津波避難施設・場所の避難環境及び防災機能
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